
作成例の様に所要経費項目を設け、通常料金と補助金適用料金が比較できる明細書を作成し
提出してください。形式は自由です。特に注意すべき項目は、次の通りです。

リース料金算定根拠明細書作成例
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財産処分の制限期間の耐用年数以上として下
さい

1

2

3

4

5

自動車税、取得税等がリース契約に含まれて
いるときに必要な項目です

通常料金(税抜き)から補助金適用料金を引
いた額が補助金額で以上であること

リース契約書と同額であること

＜ 作成例＞

対応可能な連絡先を明記してください
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